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第5章

ジェンダー平等推進に果たす女子大学の役割
京都女子大学の挑戦

竹安　栄子

１　はじめに

18歳人口の減少、さらに新型コロナウイルス感染症拡大による志願者動

向の急激な変化は、大学教育に対して待ったなしの改革を迫っている。とり

わけ女子大学については、ダイバーシティの推進が求められる現代社会にお

いてその存在意義が改めて問われているといえよう。一方2022年７月に発

表された世界経済フォーラムのジェンダーギャップレポートに示されるよう

に１）、日本は男女格差の解消において世界から大きく後れを取っているとい

う現実がある。京都女子大学２）が、2020年に策定した第２次グランドビジョ

ンの第１項目に「ジェンダー平等の推進に貢献する女性人材の養成」を掲げ

たのも、このような背景を踏まえてのことであった。

本稿では、女性のための高等教育の歴史の一事例として京都女子大学の前

身である京都女子高等専門学校の設立から今日までの歩みを取り上げ、現代

日本における男女別学＝女子大学の教育的・社会的意義を考察したい。



63

第 5章　ジェンダー平等推進に果たす女子大学の役割

２　近代の女子教育の展開
京都女子高等専門学校設立までの歩み

京都女子大学の沿革は1920（大正９）年に設立された京都女子高等専門学

校に遡る。浄土真宗西本願寺派が女性のための高等教育機関を設置するに

至った契機には、仏教精神に則る女子高等教育機関の設立を熱望した大谷籌
かず

子、九條武子そして甲斐和里子の尽力と、全国仏教婦人会30万人の会員の

募金活動がある。しかし設立に至るまでの道のりは平坦なものではなかった。

大谷らが女子高等教育機関の設立を発起した背景に、当時の日本の女子高等

教育が極めて限定的であったことが影響している。そこで明治期における女

子教育の状況を概観することから本稿を始めたい。

近代における初等・中等教育機関―男女別学の進展

1872（明治５）年、日本で初めての体系的教育法例である「学制」が公布

された。これに先立って発せられた太政官布告第二百十四号の「必ず邑に不

学の戸なく家に不学の人なからしめん事を期す」を基本精神として、四民平

等の立場から、学制はすべての国民を対象とする制度であり、特に小学校教

育は国民全部に対して一様に課せられるべきものであること、また小学校を

卒業したものはすべて一様に上級の学校に進学する機会をもつものであるこ

とが明確に示された。さらに、学校教育を受けた者と受けてない者とで国民

が二分されることを避けるため、子どもを就学させることは親の責任であっ

て、必ずこれを果たさなければならないとの基本方針が示された。この基本

方針の実現のため政府は就学督励の政策を実施するなど非常な努力を払った

（文部省1981：122－126）。しかし現実には一般民衆を就学させることは容易で

はなく、特に女子の就学率は学制施行後10年が経過した1882（明治15）年

にあっても33.0％と男子（67.0％）の半分にすぎなかった（文部省 1981：

198）。しかし日清戦争の前後を契機に、国家・国民意識の高揚、資本主義的
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産業の勃興、都市化の進展など社会・経済的諸条件の変化が見え始めると国

民の教育熱も次第に高まった。さらに、明治19年に公布された「小学校令」

において義務教育の方針が確立されたことも影響し、1897（明治30）年に女

子の就学率が初めて50％を超え、1909（明治42）年には男女の就学率の格差

がほぼ解消された（図１参照）（文部省 1981：306－309、320－322）。

 
図１　小学校就学率の推移
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資料：文部省『学制百年史』表11「学齢児童の就学率の推移」321頁を基に作成

森有礼が初代文相に就任した1886（明治19）年から1897（明治30）年頃に

至るまでの間に、小学校に続き、中等教育機関としての中学校と高等女学校、

その次に大学の予備門としての高等学校、さらに専門学科を担当する専門学

校、そして最高学府としての帝国大学に至るまでの近代学校体制が構築され

るのであるが、この過程は同時に男女別学の教育制度が確立される歴史でも

あった。
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1881（明治14）年に制定された中学校教則大綱には女子の中等教育に関す

る規程は設けられなかった（文部省 1981：286－287）。1882（明治15）年教育

令で「凡学校ニ於テハ男女教場ヲ同クスルヲ得ス」と定められたことによっ

て、中学校に女子の入学が認められないこととなった（文部省 1981：214－

215）。これを斎藤は「女子のための中等教育という観念そのものが欠落して

いた」からだと指摘するが、それより女子教育の目的を「貞淑温和な婦徳の

育成」に置き（文部省 1981：214－215）、男女別学を基本方針とした結果と理

解する方が適切であろう。事実、女子教育についても強い関心を持っていた

初代文相森有礼は、「賢良なる慈母」となるための教育が国家の進歩にとっ

て重要であるとの教育観を示している（文部省 1981：273）。この国家主義に

基づく教育観はその後も引き継がれ、「女子の特性に応ずる中等教育機関と

して、（中略）中学校から分離独立して制度化することを企画」されたが実

現は約20年後となった（文部省 1981：287）。

国や自治体による女子中等教育機関の整備が進まなかったこの時期に、女

子中等教育に先鞭をつけたのがキリスト教主義の女学校であった３）。キリス

ト教主義の女学校は、その多くが「英米婦人による英語教育を通じて、キリ

スト教に基盤をおく欧米の新しい人間観や社会観を若い女性に培った点で歴

史的意義は大きかった」（文部省 1981：216）。このようなキリスト教界の動

向に刺激され、仏教界も女学校を各地に次々と創設した４）。しかし仏教者に

よる教育事業について中西は、「キリスト教への対抗」を意図して設置され

ているため、「仏教主義に基づく教育的人間像を追求していくことよりも、

事業主体となることによって社会的評価を獲得することに向けられていた」

と指摘している（中西 2000：40－41）。

文部省による女子中等教育の整備が遅れる中、上述のように明治30年代、

日清日露戦争の間の約10年間で義務教育の就学率が急速に上昇し（図１参

照）、男女格差が縮小するに伴って女子中等教育への進学熱も高まった。こ

の情勢を受けて女子の中等教育機関として明治32年ようやく「高等女学校」

令が公布された。これにより高等女学校が男子の中学校に対応する女子の中
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等学校であることが法制上明らかとなった。しかし1900（明治33）年の高等

女学校令の改正によって実科高等女学校が定められたことからも示されるよ

うに、教育目的は男子の中学校とは著しく異なり、「女子ニ須要ナル高等普

通教育」でありいわゆる「良妻賢母主義」の教育にあった。いずれにしても

これらの法整備により、1899（明治32）年以降は高等女学校が、さらに1910

（明治43）年以降実科高等女学校が各地で次々と設立されることとなった５）。

以上のように、明治期における女子教育は、男女別学の枠組みにおいて「良

妻賢母主義」を指導理念として進展した。女性のための中等教育機関の普及

は、社会における性別役割規範の固定化に寄与することによって実現されて

いったということができる。

女性のための高等教育機関の整備―「良妻賢母主義」の確立

欧化政策の推進を急ぐ明治政府は維新後より高等教育機関の設置を計画

し、1882（明治10）年法理文の３学部からなる東京大学を設立した。1886（明

治19）年の帝国大学令の制定によって東京大学は唯一の帝国大学となり、そ

れ以外の各種学校は専門学校と位置付けられることとなった。私立について

は大学の設置が認可されなかったため、専門学校が多数設置された（文部省  

1981：224－230）。

帝国大学への入学は、男子のみが就学する中学校卒業者の進学先である

高等学校卒業生に限定されていたため、女性の大学入学の道は閉ざされて

いた６）。この体制の中で中等教育を修了した女性に国が門戸を開いていたの

は、東京女子高等師範学校と奈良女子高等師範学校の２校だけであった。代

わって女子高等教育の場を提供したのは主に私立学校である。1903（明治

36）年に制定された専門学校令によって大学に代わる女性のための高等教育

機関として私立学校に続いて公立でも女子高等専門学校が設置されように

なった７）（文部省 1981：495－496）。

日露戦争後、女子高等教育は良妻賢母主義を形成していくための必要条件

であり、国際競争に伍していくうえからも重要であるとの論調が勃興するよ
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うになった（中西 2000：140－143）。1918年以降、日本女子大学校につづき東

京女子大学、神戸女学院大学部など専門学校令に基づくものの「大学」の名

称を冠したキリスト教系の女子大学が設立される。しかし次の京都女子高等

専門学校設立の経緯に見るように、その後文部省は方針を転換し、1919年

12月に発布された改正大学令で女子大学は大学としての設置も専門学校令

によって「大学」の名称を冠することも認めないことになった（中西 2021：

112－113）。この文部省の方針転換について、中西は「女子高等教育が近代天

皇制国家の許容範囲を超える領域にまで進展していくことへの恐れがあった

と考えられる」と述べている（中西 2000：169－170）。

このように、明治以来の日本における女性のための教育制度は、女性の高

等教育や職業教育の必要性を認めつつも、「男性は仕事、女性は家庭」とい

う性別役割分業を理想像として国民意識に浸透させる機能を果たしたといえ

る。

「女子大学設立趣意書」から初の仏教系女子高等教育機関設立まで

このように明治期、女性のための高等教育はキリスト教主義の学校を中心

に財閥の支援による学校などによって担われていた。この状況に対して仏教

界からも、仏教主義に基づく女子高等教育機関の設置を求める意見もなかっ

たわけではないが（中西 2000：65－66）、女性の高等教育に対しては必ずしも

積極的であったとはいえない。教育は女性に不幸をもたらすなど否定的な意

見がみられる仏教界において、大谷籌子が女子大学設立を発起した意義は大

きい。籌子の高等教育機関設立を願望した動機や女子大学の構想など具体的

な内容は、本人による記録が残されていないため不明な点が多い。本稿では、

各種関係資料を発掘して京都女子高等専門学校の設立の過程を明らかにした

中西の著述に沿って検討する。

大谷籌子の思想について知りえる資料は極めて僅かである。数少ない資料

として、九條武子から直接聞いた光顔院様（大谷籌子の院号）についての回

想として末廣は次のように記している（末廣 1925：18－19）。
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�従来男尊女卑は仏教の思想のやうに誤られてゐるが釈尊は人格的に決して

男女に尊卑の差を置いてゐられない。仏陀は女性に強い霊的性能を認め、

男女平等機会均等に扱はれたことは否定し得ない事実である。男性は婦人

を或いは人形視し或いは奴隷視してすべての自由を束縛して来たがこれは

時代を解しない人達の誤った考へからである。然しかやうな誤った婦人観

の生れるのも一面婦人自身に欠点のあることは引込主義で男性の横暴を甘

受してゐることにも起因するのであるから女性は本質的に内省し目醒めね

ばならぬ。

と「光顔院様はいつも仰せられた」と武子は語った、と述べている。明治

民法で女性は法的に無能力者と位置付けられた時代にあって、まして伝統的

に男尊女卑の思想が根強かった仏教界に身を置く女性が「男女平等」を言葉

にすることは画期的であったと言わざるをえない。中西の指摘を待つまでも

なく、そこには男尊女卑の風潮の打破と男女平等社会の実現への強い意欲と、

そしてそのためには女性自身が能力を高める必要があるとの考えが示されて

いる（中西 2021：96）。

敬虔な仏教徒であった籌子が、仏教思想に基づき男女平等への強い思いを

抱くに至った背景は明らかではないが、次の２つの要因が考えられる。第１

は西欧社会の知識や思想と接点があったことである。籌子は、華族女学校初

等科修了後、第22代法主となる大谷光瑞との婚約が整い、11歳で本願寺に

入輿した。本願寺では５歳年下の光瑞の妹武子と生活を共にし、家庭教師に

ついて高等女学校程度の教育を修めた。語学能力に秀でていて、外国女性な

どから英語とフランス語を学んだ（高松 1911：73－74）。中西は、語学学習を

通して欧米社会での女性の地位の高さに関する知識も得ていたのではない

か、と推察している（中西 2021：92）。第２は、彼女の人格にあると思われる。

高松は回想録の中で、籌子を評して「勝ち気な、俗にいう男まさりの人」で

あると共に「才気の迸った知覚の鋭敏な方」で、「柔弱な風儀の一般に行わ

れてゐる日本婦人界にあって稀にみる御性格」であったと記している（高松 

1911：62－64）。また、大陸旅行家であった光瑞門主に同伴して、あるいは時
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には単独で、樺太や中国大陸、インド、さらに欧州などを旅行するという行

動的で自立志向の女性であった（高松 1911：90－94）。

籌子が「男女平等機会均等」の社会の実現のために女子大学設立を発起し

た契機は何であったのであろうか。中西は、1908（明治41）年４月17日１万

人にのぼる全国各地の仏教婦人会幹部が初めて一堂に会した仏教婦人会全国

連合大会の成功が契機であったのではと推測している（中西 2000：183－184）。

仏教婦人会の組織化は、日露戦争開戦後の時期から、籌子が武子と共に全国

を行脚して推進してきた。この時期には婦人会数は全国に103、会員数も20

万人を超えていた。当時、内務省が女性を軍事援護活動に組織化するため全

国に展開した愛国婦人会では、会長や役員は小学校長などの地域の名望家、

事務は役場が担うという男性主導で女性の組織化が進められた（千野 1979：

104－112）。これに対して仏教婦人会では籌子が総裁に就任し、連合本部長に

九條武子、その他幹部も女性が任命された。当時としては稀に見る女性主体

の構成をとり、本山寺務機構からも独立性を保持した組織であった（京都女

子学園 2010：125）。

大きな影響を与えたもう１つの要因として、1909 ～ 1910年の欧州視察旅

行が考えられる。1909年9月籌子は光瑞門主と共にインド仏跡参拝を経て、

欧州の女子教育視察の旅に出た。遅れて夫と共に出発した武子と合流し、

1910年５月からロンドンに３ヵ月滞在している。詳細な記録は残されてい

ないが、各地で婦人事業、児童教育の研究や女学校の視察など精力的に視察

して回ったと伝えられている。この時期、英国ではサフラジェットの活動が

拡大しかつ暴力化していた。滞在先近くのハイドパークでは７月に15,000人

が参加するデモが行われるなど、籌子と武子がサフラジェットの活動を見聞

する機会は少なからずあったと思われる。中西は、後年新聞記者に語った武

子の回想を引用して「二人が特に英国婦人の女性解放に対する認識の高さに

感銘を受け、女子高等教育の必要性への認識を一層強くしたことがうかがい

知れる」と述べている（中西 2000：186－187）。サフラジェットにおける主張

と活動は、おそらく籌子の「男女平等機会均等」な社会の実現への想いと相
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通じて彼女の意思を一層強固なものとしたのであろう。

しかし1910（明治43）年11月に帰国した籌子は、３ヵ月後に28歳の若さ

で逝去する。仏教婦人会連合会は強力なリーダーを失ったが、武子によって

女子大学設立事業が受け継がれた。籌子の死の翌年、全国から190名の婦人

会幹部が参集して催された追慕会において「女子大学設立趣意書」が武子に

よって公表され婦人会会員に協力が要請された（京都女子学園 2010：128－

133）。しかし趣意書では、女子大学設立は「故総裁の君の御遺志」であると

しながらも「仏教者が国家の推進に貢献すべき一大任務」であることが強調

され、籌子が志した男女平等への強い熱意は影を潜めている（中西 2000：

189－191）。その理由として中西は、当時の文部省の女子教育理念としての良

妻賢母主義とそれを支持する当時の世論の傾向を挙げているが、籌子という

指導者を失ったことも少なからず影響したのではないかと思われる。

武子は「女子大学設立趣意書」公表後、全国30万人の婦人会員に趣旨を

伝達し大学創立費への協力を呼び掛けるため全国の仏教婦人会巡回の旅に出

た。巡回先では「各地とも１人の反対者もなく、双手を挙げて賛成した」と

記録されている（京都女子学園 1990：95）。その結果、1912（明治45）年４月

からの半年余りで寄付金申込総額は２万65円に達した。個人名義は244名、

そのうち女性が約８割を占め、34の団体名義はすべて婦人会であった（中西 

2000：176）。

しかし1914（大正３）年ごろから深刻化した本願寺派の負債問題が、女子

大学設立運動の進展に立ちはだかった。この問題は同年５月に光瑞が法主を

引責辞任するまでに発展した。これまで女子大学設立運動を支援してきた本

願寺であるが、宗派内では女子教育不要論の声も上がり仏教婦人会の運動は

この時点で完全に行き詰ったと思われる（中西 2021：105）。

ところが1919（大正８）年１月、一転して西本願寺執行部は施政方針演説

の中で女子大学設立案を付議した。この年の施政方針演説の中で仏教婦人連

合会の女子大学設立事業継承を宣言し、その理由として「東京には基督教主

義の女子大学が二か所もある」８）（中西 2021：108－109）ことを挙げている。
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本願寺派はキリスト教主義の女子高等教育機関が相次いで設立されたことに

危機感を募らせ、急遽女子大学設置を決定し、同年４月に文部省に申請した。

しかし６月に女子大学設置不認可の決定が下された。その後、佛教大学（後

の龍谷大学）女子部の設置を申請したがこれも不認可となり、結局「京都女

子高等専門学校」として申請、1920年３月に認可され、４月に仏教系とし

ては初の女子高等教育機関として開校した９）（京都女子学園 2010：151－153）。

新たに誕生した京都女子高等専門学校は、その学校規則第一條に「温良貞

淑ナル婦人トシテ高尚ナル理想ト家庭及ヒ国家社会ニ對スル其ノ責務ヲ果ス

ヘキ精神トヲ養成スル所」とその教育目的を掲げていることからも（京都女

子学園 2010：155）、籌子や武子たちの男女平等と女性の自立への理念に基づ

いて学校設立が推進されたとは言い難い側面もあった、と中西は述べている

（中西 2021：115）。その理由としては、文部省の「良妻賢母主義」という女

子教育方針とそれを支持する世論が影響していたと思われるが、それに加え

て、本願寺派が1919（大正８）年に設置した女子大学委員会が本山役員によっ

て占められていて、九條武子すらメンバーに加えられていなかったことも要

因となっているのであろう。武子は籌子亡き後、仏教婦人会活動を引き継い

でいたが、1914（大正３）年実兄の光瑞の失脚によりその後ろ盾も失った。

中西は、女子大学設立運動を推進する過程での武子の立場を、当時の状況下

では女性が女子大学設立事業を直接推進することが困難であったことと、実

務能力のある女性スタッフに欠いていたことを挙げている。武子自身、学校

教育は小学校しか受けていないからこそ、女子大学設立を強く望んだのであ

ろうが、その運動を本山役員に依存しなければならなかった、という脆弱性

を孕んでいた（中西 2000：199－200）。しかしいずれにしてもこの女子大学設

立運動は、女性が発起人となり、女性の幅広い協賛を得て展開されたものと

してはあまり他に例をみないといえよう。
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３　高等教育の男女共学化と女子大学の誕生

女性への高等教育の門戸開放

日本の民主化を最大課題とする戦後改革の大きな特色の１つに、女性参政

権付与と教育の機会均等による女性政策が挙げられる。第２次世界大戦直後

の1945（昭和20）年10月11日、マッカーサー占領軍総司令官によって日本

政府に提示された「五大改革指令」の第３項目に「より自由なる教育を行ふ

為の諸学校の開設」が掲げられた。これを受けて早くも同年12月には「女

子教育刷新要綱」が閣議決定され、男女の教育の機会均等、教育内容の平準

化、男女の相互尊重を基本方針とすることが示された。これによって1946（昭

和21）年から大学の門が専門学校ならびに高等女学校高等科卒業生に開かれ

ることとなった（文部省 1981：686）。新制大学が発足する以前、帝国大学に

おいても、1946（昭和21）年東京帝国大学に19名の女子学生が初めて入学し、

女性への大学の門戸開放が現実化した。

1947（昭和22）年に施行された学校教育法に基づき、文部省は1949（昭和

24）年に新制大学を発足させる予定であったが、1948（昭和23）年に12の公

立、私立の大学が新制大学として申請したことからこれを認可した。これら

12の大学のうち５大学が女子大学であり、うち３大学がキリスト教系であっ

た。1949（昭和24）年には168大学が新制大学として設置が認可された。設

置者別の内訳は、国立大学70校、公立大学17校、私立大学81校であった。

女子大学は国立２校、公立３校、私立20校、その中の１校が京都女子大学

である。

京都女子大学の誕生

女子高等教育への門戸開放の流れを受けて龍谷女子学園（後に京都女子学

園に改名）は1947（昭和22）年８月に「京都女子専門学校昇格期成同盟会」

を結成し、新制大学設置に向けた準備を進めた。学園は当初から、文学部と
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家政学部の２学部の総合大学をめざし、設置基準を達成するため新校舎建設

を計画した。だが当時の急激に進むインフレにより新校舎建築資金が1,200

万円に上昇し、資金確保は困難を極めた。最終的に不足分を本願寺の支援に

仰いだものの、大学設置にあたってもその過半が学園同窓会や後援会、育友

会、さらには在校生などの女性による募金活動によって調達された。1949（昭

和24）年３月校舎の落成式後に文部省からの認可が届き、４月に仏教主義に

基づく唯一の女子大学として京都女子大学が開学した。

九條武子が女子大学設立趣意書を発表してから37年、ようやく女子大学

が実現した。設置の趣旨として「京都女子大学設置要項」の結語には以下の

ように記されている。

�浄土真宗は、日本に於いて最も早くより女性の精神的解放を叫んできた宗

教であった。この精神に基き、教育基本法、学校教育法の趣旨に則って創

設されんとする本学は、新時代女性のために、その特色ある宗教教育の本

領を最高度に発揮して、鋭利なる現代的智性の研修と共に、豊かな情意の

修得を実現し、新時代に適した応用的才能を具備せしめ、以て世界人類の

平和に貢献寄与せんとするものである（龍谷女子学園 1949）。

「鋭利なる現代的智性」と「新時代に適した応用的才能を具備」して「世

界人類の平和に貢献寄与」する女性を育てるという女子大学としての高い志

と抱負が伺える。設置された学部は、文学部（国文学科、英文学科、東洋史学

科）と家政学部（食物学科、被服学科、児童学科）の２学部６学科であった。

大学への転換にあたっては教授陣を増強し教育研究内容の充実が図られた。

戦後の物資欠乏の時代であったが、開学直後より各学科に学会組織を発足し、

また児童学科には1950（昭和25）年に一般に開かれた児童相談所を設置して

いる。さらに同年には、文科国語専攻・英語専攻、家政科食物専攻・被服専

攻からなる短期大学部も開設された（京都女子学園 2010：225、239－247、京都

女子学園 2020：33）。

このように教育課程としては、「女の特性」を活用して社会に貢献すると

いう京都女子高等専門学校以来の「良妻賢母主義」を引き継いでいるが（小
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山 2022：157－161）、しかし勉学と研究に情熱を傾ける女性たちの中から多様

な分野で活躍する有為の人材が多数輩出されていった。

女性の大学進学率の上昇と高等教育の共学化の進展

図２に示すように、1949（昭和24）年新制大学発足時に30校であった女子

大学が、1960年代から漸増傾向を示した。第一次ベビーブーマーが大学入

学年齢に達する1960年代に入ると急速に増加し、1960年の37校から1970年

には82校と10年間で2.2倍になった。その後も微増を続けたが、1998（平成

10）年の98校をピークに減少に転じた。共学校が1991年の大学設置基準の

大綱化と第二次ベビーブーマーの大学入学期を反映して1990年代に大学数

を大きく増やした。これに対して女子大学は1980年の88校から比較しても

ピークの1998年の98校と増加の幅は極めて限定的である。しかもこの増加は、

 図２　大学・短期大学・女子大学数と18歳人口数推移
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男女雇用機会均等法の施行（1986年）後高まってきた女性の「キャリア志向」

を反映して女子高校生の進学志向が短期大学から４年制大学に変化したこと

により、短期大学が４年制女子大学に転換したことによるものであった。一

方、共学校は1992年から始まる18歳人口の急激な減少にもかかわらず増加

を続け、2020（令和２）年には719校となった。

新制大学発足時（1949年）に総大学数178校、うち女子大学30校であったが、

71年後の2020年には総大学数は4.5倍の795校、女子大学も減少したとはい

え2.5倍76校に増加した。

図３に男女別大学進学率の推移を示したが、1954（昭和29）年の進学率は、

男性13.3％、女性はわずか2.4％であった。男性の進学率は日本経済が高度

成長期に入った1960（昭和35）年から上昇を始め、1965（昭和40）年、1966（昭

和41）年に東京オリンピック後に襲った証券不況で一端下降するが、その後

図３　18歳人口と男女別４年制大学進学率の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
（千人）

0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0
（%）

19
54（
S2
9）
年

19
56（
S3
1）
年

19
57（
S3
2）
年

19
58（
S3
3）
年

19
59（
S3
4）
年

19
61（
S3
6）
年

19
62（
S3
7）
年

19
63（
S3
8）
年

19
64（
S3
9）
年

19
66（
S4
1）
年

19
67（
S4
2）
年

19
68（
S4
3）
年

19
69（
S4
4）
年

19
71（
S4
6）
年

19
72（
S4
7）
年

19
73（
S4
8）
年

19
74（
S4
9）
年

19
76（
S5
1）
年

19
77（
S5
2）
年

19
78（
S5
3）
年

19
79（
S5
4）
年

19
81（
S5
6）
年

19
82（
S5
7）
年

19
83（
S5
8）
年

19
84（
S5
9）
年

19
86（
S6
1）
年

19
87（
S6
2）
年

19
88（
S6
3）
年

19
89（
H
1）
年

19
91（
H
3）
年

19
92（
H
4）
年

19
93（
H
5）
年

19
94（
H
6）
年

19
96（
H
8）
年

19
97（
H
9）
年

19
98（
H
10
）年

19
99（
H
11
）年

20
01（
H
13
）年

20
02（
H
14
）年

20
03（
H
15
）年

20
04（
H
16
）年

20
06（
H
18
）年

20
07（
H
19
）年

20
08（
H
20
）年

20
09（
H
21
）年

20
11（
H
23
）年

20
12（
H
24
）年

20
13（
H
25
）年

20
14（
H
26
）年

20
16（
H
28
）年

20
17（
H
29
）年

20
18（
H
30
）年

20
19（
H
31
/R
1）
年

2.42.4 2.42.4 2.32.3 2.52.5 2.42.4 2.32.3 2.52.5
3.03.0 3.33.3

3.93.9
5.15.1 4.64.6 4.54.5 4.94.9

5.25.2
5.85.8

6.56.5

8.08.0
9.39.3
10.610.6

11.611.6
12.712.7 13.013.0 12.612.6 12.512.5 12.212.2 12.312.3 12.212.2 12.212.2 12.212.2 12.712.7

13.713.7
12.512.5

13.613.6
14.414.4 14.714.7

15.215.2
16.116.1

17.317.3

19.019.0

21.021.0

22.922.9

24.624.6

26.026.0

27.527.5

29.429.4

31.531.5
32.732.7

33.833.8
34.434.4

35.235.2

36.836.8

38.538.5

40.640.6

42.642.6

44.244.2
45.245.2

45.845.8 45.845.8 45.645.6

47.047.0 47.447.4
48.248.2

49.149.1
50.150.1

50.750.7 50.950.9

7.97.9 7.97.9 7.87.8
9.09.0 8.68.6

8.18.1 8.28.2
9.39.3
10.010.0

12.012.0

15.515.5

12.812.8
11.811.8

12.912.9
13.813.8

15.415.4

17.117.1

19.419.4

21.621.6

23.423.4

25.125.1

27.227.2 27.327.3
26.426.4 26.926.9 26.126.1 26.126.1 25.725.7 25.325.3

24.424.4 24.824.8

26.526.5

23.623.6
24.724.7 25.125.1 24.724.7 24.624.6

25.525.5
26.426.4

28.028.0

30.130.1

32.132.1

33.433.4

34.934.9

36.436.4

38.238.2

39.739.7 39.939.9
40.540.5

41.341.3
42.442.4

44.244.2
45.545.5

47.247.2

49.149.1
50.250.2

50.950.9 51.051.0 50.850.8
49.949.9

51.551.5 51.551.5 52.052.0
52.652.6

53.353.3 53.753.7
54.454.4

13.313.3 13.113.1 13.113.1

15.215.2
14.514.5

13.713.7 13.713.7

15.415.4
16.516.5

19.319.3

25.625.6

20.720.7

18.718.7

20.520.5

22.022.0

24.724.7

27.327.3

30.330.3

33.533.5

35.635.6

38.138.1

41.041.0 40.940.9
39.639.6

40.840.8

39.339.3 39.339.3
38.638.6

37.937.9

36.136.1 36.436.4

38.638.6

34.234.2
35.335.3 35.335.3

34.134.1
33.433.4

34.534.5
35.235.2

36.636.6

38.938.9

40.740.7
41.941.9

43.443.4

44.944.9

46.546.5
47.547.5

46.946.9 47.047.0
47.847.8

49.349.3

51.351.3
52.152.1

53.553.5

55.255.2
55.955.9 56.456.4 56.056.0

55.655.6
54.054.0

55.955.9 55.455.4 55.655.6 55.955.9
56.356.3 56.656.6

57.757.7

1,7131,713
1,6821,682

1,7471,747

1,5311,531

1,6631,663

1,8721,872

1,9981,998

1,8961,896

1,9751,975

1,7701,770

1,4021,402

1,9481,948

2,4912,491

2,4272,427

2,5402,540

2,1342,134

1,9471,947

1,8471,847

1,7371,737
1,6671,667

1,6221,622

1,5611,561
1,5431,543

1,6241,624
1,5801,580

1,5641,564
1,5801,580

1,6071,607

1,6351,635

1,7231,723
1,6681,668

1,5571,557

1,8511,851

1,8831,883
1,8821,882

1,9341,934
2,0052,005

2,0452,045
2,0492,049

1,9821,982

1,8601,860

1,7741,774
1,7321,732

1,6801,680

1,6221,622

1,5451,545
1,5111,511

1,5121,512

1,5031,503

1,4651,465

1,4111,411
1,3661,366

1,3261,326
1,3001,300

1,2371,237
1,2121,212

1,2161,216
1,2021,202

1,1911,191
1,2311,231

1,1811,181

1,2001,200
1,1901,190

1,1981,198
1,1801,180

1,1751,175
1,1661,166

18歳人口（人） 進学率・男（％） 進学率・女（％） 進学率・男女計（％）

１
９
５
５

（S30）

１
９
６
０

（S35）

１
９
６
５

（S40）

１
９
７
０

（S45）

１
９
７
５

（S50）

１
９
８
０

（S55）

１
９
８
５

（S60）

１
９
９
０

（H2）

１
９
９
５

（H7）

２
０
０
０

（H12）

２
０
０
５

（H17）

２
０
１
０

（H22）

２
０
１
５

（H27）

２
０
２
０

（R2）

資料：武庫川女子大学教育研究所「女子大学統計・大学基礎統計」表13を基に作成
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上昇に転じ、1975年には41.0％になった。1973年の石油危機の影響で再び

低迷し1990年には33.4％にまで低下するが、再度上昇して2010年には56.4％

に達した。1990年以降、日本経済はバブル崩壊後の長期不況に苦しんだに

もかかわらず、この間も進学率は上昇を続けた。この理由として笹田は、大

学数の増加と大綱化による定員緩和、さらに18歳人口の減少により大学合

格率が上昇したことと、日本学生支援機構奨学金の拡大を指摘している（笹

田 2019：1－10）。男性の進学率は2010年の56.4％をピークにその後頭打ちと

なる。

一方、女性の進学率は、男性より約10年遅れて1970年代に入って上昇し

始めるが、1976（昭和51）年13.0％をピークに横ばいに転じる。しかし男性

の進学率と同じく1990（平成２年）年から再び上昇を始め、男性の進学率が

頭打ちとなった2010（平成22年）年以降も上昇を続けている。笹田は、1990

年以降の女性の進学率上昇の理由として、男性の場合に有意であった合格率

上昇と奨学金の拡大に加えて女子労働力率の上昇との関係を検証している。

すなわち、男女雇用機会均等法以降、女性労働者の労働市場での評価の高ま

りが女性の大学進学を促進する効果があったと指摘する（笹田 2019：1－10）。

女性労働者の評価の高まりの結果、女子高校生の進学意向が短大から４年制

大学へシフトしたことが数字になって表れた結果であると考えられる10）。女

性の大学進学率が上昇した結果、男女間の進学率の格差も、1970年代には

30ポイント弱であったのが、2020年には７ポイント弱にまで縮小した11）。

以上のように女性の４年制大学進学率の目覚ましい上昇によって、４年制

大学在籍者中の女子大学生数は、1955（昭和30）年に62,564人であったが、

2020（令和２）年には1,193,465人に増加した。しかし19倍にも増えた女子大

学生の多くが入学したのは女子大学ではなく共学校であった。図４に示すよ

うに、私立大学の全大学生に占める女子学生の比率は、1960年12.2％、1969

年17.6％、1993年31.0％、2015年45.3％と55年間で６倍近くに上昇した。し

かし私立大学の全大学生の中の女子大学学生数の比率は、1960年には42.9％

であったが、1969年34.5％、1993年27.9％、2015年19.6％と半分以下にまで
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低下している。これを実数でみると、1960年には約２万人であった女子学

生数が、90万人に増加した2015年、女子大学の学生数は17万5600人に過ぎ

なかった。すなわち女子学生のうち80％以上の学生が共学校に入学してい

るのである（安東 2017：8）。換言すれば、1970年代からの女性の大学進学率

上昇は、高等教育の共学化の進展の過程であったと捉えることができる。

女子学生の大多数が共学校に入学した背景には、学校数は増加したとはい

え女子大学の定員規模が相対的に小規模であること12）、したがってこの間の

共学校の定員増加率に比して女子大学の定員増加が低かったことも影響して

いる。しかし、大学進学の抑制要因となる長期不況にもかかわらず女性の大

学進学率は続伸したが、増加した女子学生の大多数の入学先は女子大学では

なく共学校であった。その結果1990年代末から定員充足が困難となり、共

学校への転換ないしは廃止・統合に至る女子大学が出現した13）。これは、女

図４　私立大学学生総数と私立大学女子学生総数
　　　および私立女子大学学生総数の比率の推移
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資料：安東（2017）８頁を加工して作成
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子大学が女性の高等教育に対するニーズの変化に的確に対応できなかった結

果ではなかろうか。この点を念頭におきながら、女子大学の学部構成の推移

の分析を中心に京都女子大学の設立から2000年までの歩みを検討したい。

女子大学の教育課程の変化と京都女子大学の歩み

1949（昭和24）年、京都女子高等専門学校の教育課程を引き継いで、文学

部（国文学科、英文学科、東洋史学科）と家政学部（食物学科、被服学科、児童

学科）でスタートした京都女子大学は、後述する2000年の現代社会学部開設

までの51年間、学部の新設・改組を一度も実施していない。しかしこれは

京都女子大学に限ったことではなく、大部分の女子大学が同様の傾向を示し

ていた。

女子大学はその規模が小さいということもあり、1949（昭和24）年に開設

されていた私立女子大学27校のうち25大学が単科大学で、２学部を擁して

いたのは日本女子大学と京都女子大学の２校であった（武庫川女子大学教育

研究所 表27－1）。学部の種類は、教養系の文学部か人文学部と、実学系の家

政学部である。その後、医学部（１校）、看護学部（１校）、体育学部（２校）

や音楽学部（５校）の学部を設置する大学も現れるが、1990年までは文学・

教養系学部と家政学部の２学部からなるという構造は変わらないままであっ

た。安東は、この理由を、「嫁入り道具の１つとして教養を身につけるとの

意識が特に親において強かった」からと推測している（安東 2017：11、22、

26）。戦後40年以上が経過しても、女子大学は伝統的な性別役割分業の枠組

みに留まることに女子大学の存在意味を見出していたといえよう。そしてこ

れは、戦前からの「良妻賢母主義」規範が日本社会に根強く残っていたこと

の反映であったと捉えることができよう。

この状況にようやく変化の兆しが出てくるのが1990年以降である。その

背景として安東は1991年の大学設置基準の「大綱化」を指摘している。「大

綱化」による大学運営と教学の大幅な規制緩和によって、学問横断的な学部

や課題解決型・政策提案型の学部、ITや国際化など社会ニーズに応える学
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部の創設が可能となった（安東 2017：15）。1990年代の変化の大きな特徴と

して、戦前から女子大学の伝統学部であった文学部の名称を廃して、人間文

化や人間科学、人間関係といった学部名に変更し、経済や経営、法律、情報

や心理などを含む学際的で折衷的な社会科学系学部に移行する大学がみられ

るようになったことがあげられる。家政学部も名称を生活科学に変更する大

学が現れる一方で、管理栄養士課程を設置するため家政学部を新設する動き

もみられた。この他、伝統的に女性従事者が多い看護や薬学、小学校教員、

保育士などの資格を提供できる学部が設置された（武庫川女子大学教育研究所 

「女子大学統計・大学基礎統計」表27－1）。

2000年以降、女子大学の設置学部の変化が本格化する。1990年代からの

変化の兆しに加えて、福祉、健康、国際、こども、情報など学部・学科の多

様化が一段と進行する。安東はその理由として2003年に始まった学部・学

科の設置における届け出制の導入を上げている（安東 2017：24）。確かに設

置にかかる手続きの規制緩和は学部新設を促進する大きな要因であったと思

われるが、もう１つ忘れてならないのが短期大学の志願者数の急激な減少で

ある。先にみたように、男女機会均等法施行後、女性労働の価値が徐々に高

まるにつれて短期大学への進学率は1990年から減少の一途を辿った（図２参

照）。短期大学を併設している女子大学は、短期大学離れへの対応策として、

短期大学の定員の一部ないしは全部を４年制大学に移行し、新たな学部の設

置を実施した。さらに1993（平成５）年からはじまる18歳人口の減少への危

機感は改革を一層促進することになる。京都女子大学が、開設51年目にし

て初めて新学部設置を決断したのもかかる理由による。

４　女子大学とジェンダー平等

京都女子大学の新たな地平

京都女子大学では、21世紀の社会が求める女性人材の養成を掲げ2000年

４月に現代社会学部を開設した。現代社会学部は、社会学、経済学、政治学
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などの社会科学を中心に宗教学や社会哲学・倫理学などの人文学、そして情

報学と環境学などの自然科学を融合した総合系学部として構想された。

明治維新以来の男性を中心とした高等教育機関の人材養成が、21世紀を

前にして行き詰まりを見せているとの現状認識に立ち、現代社会学部は、自

由で柔軟な発想から独創的なアイデアを実現するための分析力、構想力、行

動力を備えた「新しい女性の育成を目指し」て企画された（京都女子大学 

1999：３）。現代社会学部設置認可申請書では、女性の高等教育に対するニー

ズが従来の教養重視型から社会科学へと急速に変化していること、また自ら

の能力と意欲に見合った地位に付きたいと望む高学歴女性の割合が増加して

いる事実を踏まえ14）、「社会科学の新たな学術研究体系を基盤として、専門

的な知識や立案能力、組織運営能力を養い」、「行動する知性」を教授するこ

とを学部教育の目的に掲げている。ここにおいて、京都女子大学の前身であ

る京都女子高等専門学校以来、連綿と続いた「良妻賢母主義」が初めて見直

されることとなった。「男女共学大学が男子学生中心の伝統を脱却しきれな

いでいる」中にあって、「女性のさらなる地位向上を」図るため「新たな労

働力の源泉として、女性の潜在能力の開発」に取り組み、「女子大学の存在

意義」を問い直すところに21世紀の女子大学の可能性がある、と設置の構

想で謳っている（京都女子大学 1999：5－7）。

21世紀の女子大学の可能性を求めて「女子大学の存在意義」を問い直す

営みの延長線上として、京都女子大学では2011年に女子大学として初の、

そして唯一の法学部を設置した。リーガル・マインドをもつ「21世紀型市民」

を養成することを目的に掲げ、将来のキャリアとして、法的思考力をもって

国内外で社会を創造していく「職業人」および法的素養をもって生活者の視

点から社会を創造・変革していく「社会リーダー」を教育することを人材養

成の目的に掲げている。欧米や韓国とも比較して日本では法曹界の女性人材

の割合が低い。その背景に教育の場における「女性学生の疎外」に加えて「法

学からの女性の疎外」があるとの問題意識に立って、女性を取り巻く諸問題

に特化した科目やジェンダー視点に立つ科目を多く組み込むなど、女性の
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ニーズに対応した教育課程を導入した女子大学の特徴を活かした法学部とし

て構想された15）（京都女子大学 2010：4－8）。

ジェンダー平等推進に貢献する大学を目指して

京都女子大学では、現代社会学部と法学部の開設にあたって、上述のよう

に女子大学の教育的意義を問い直し、21世紀の新しい女性人材養成を教育

目的に掲げた。しかし既存学部も含めた大学全体としての教育課程の見直し

に正面から取り組んできたとはいえない。京都女子高等専門学校から数えて

100年目の2020年に、甲斐和里子、大谷籌子、九條武子の３女性が女性のた

めの高等教育機関設置を希求した志に立ち返り、第２次グランドビジョンの

第１項目に、「ジェンダー平等の推進に貢献する女性人材の養成」を掲げた

（京都女子大学 2021）。

その背景には、大谷籌子が「男女平等機会均等」な社会の実現を願ってか

ら120年を経てもなお男女格差が世界で最低レベルという日本の現実がある

（注２）。とりわけSTEM（科学、技術、工学、数学）分野における男女の格差

は、OECD諸国の中でも最下位である（OECD 2022）。男女格差の大きい分

野に人材を輩出することは、女子大学の使命であるとの考えから、グランド

ビジョンに掲げたジェンダー平等推進を具現化する事業の１つとしてデータ

サイエンス学部の新設を決定した。

2023年４月に開設するデータサイエンス学部は、データに基づく問題解

決力と思考力を備え、多様な分野において社会のリーダーとして新しい価値

の創出に貢献する女性人材の養成を目指している。「科学技術イノベーショ

ン総合戦略」（2015年閣議決定）においては、「日本でデータ分析のスキルを

有する人材や統計科学を専攻する人材が極めて少なく、危機的な状況にある」

と人材養成が喫緊の課題であるとの認識が示されているが、とりわけ女性人

材は極端に少ない。女子大学に設置することでデータサイエンス分野のジェ

ンダー平等推進に貢献し、企業や行政など多様な分野の意思決定領域で活躍

し、データを駆使して女性のイシューの解決に貢献できる人材の養成を目指
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している。

さらに、社会人を対象とした教育プログラム（履修証明プログラム）として、

女性の社会復帰とキャリアアップ・キャリアチェンジを支援するための「女

性のための学び直しリカレント教育課程」を開設している。リカレント教育

課程は、2018年10月から京都府事業として受講生19名からスタートした。

2019年からは大学の独自事業として、厚生労働省事業（2019 ～ 2020年度）、

文部科学省事業（2020年度より毎年）を受託しながら展開し、2022年度は半

期４コース合計97名の受講生を擁するまでになった。当初はライフイベン

トでキャリアを中断した女性が中心であったが、その後教育内容も多彩とな

り、キャリアアップを目指す非正規雇用の女性や管理職を目指す女性のため

のコースも展開している。受講後の就職率はほぼ100％であり、管理職にチャ

レンジする女性も出るなど、毎年即戦力として社会に多くの女性を送り出し

ている。長年、高等教育機関として女性に寄り添い、女性の生き方を考えた

教育を実践してきた女子大学だからこそ開設できる教育課程であると自負し

ている（京都女子大学地域連携研究センター 2022）。

５　結語―女子大学の意義

以上、明治以来の女子高等教育の歴史をバックグラウンドに、京都女子高

等専門学校以来の京都女子大学の歩みを事例に取り上げ、女性の高等教育の

変遷を概括的にではあるが検討してきた。

歴史的にみると、男女別学が教育における基本方針である時代が長く続い

た。第２次世界大戦後、占領軍の強い要請によって日本の教育における男女

の機会均等が実現し、同時に女子大学の設置も認可されるに至った。しかし

戦後の高等教育への女性の門戸開放は、江原が「女性を男性並みに引き上げ

る」試みであったと評しているように（江原 1999：190）、「これまで男性の

独占であった高等教育への女性の参加の保障」に留まっていた。それは敗戦

後の占領下という特殊な状況での男女共学化であったこともその理由である
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かもしれないが、少なくとも新たな大学教育の原理としての男女共学制の採

用でなかったことは明らかである。その結果、坂本が指摘するように「大学

内のさまざまな慣習や規則、カリキュラムや教員、授業から課外活動にいた

るまで、ほとんど何も変化がなかった」（坂本 1999：45、149－150）。

一方、女子大学では、言語、文学、歴史、芸術などの教養科目領域と、女

性が担ってきた家庭役割である料理・裁縫・育児などを研究対象とする家政

領域および子どもを対象とした初等教育や看護などの領域を教育課程として

取り込んできた。まさに、マーティンが名付けた「ジェンダー・トラッキン

グ（a two track gender-based curriculum）」の一方の「ソフトな」科目領域を

学ぶことが、女性にとっての高等教育を意味していた（マーティン 2011：

165）。

長い男女別学の歴史の中で構築されたこのような女子大学像が、女性の労

働市場への参画が徐々にではあるが進み始めた1990年代以降揺らぎ始めた。

まずは短期大学が危機に直面し、４年制女子大学への転換が起こった。しか

し2000年以降志願者集めに苦戦する女子大学が出現し始め、経営上の観点

から男女共学校に転換する女子大学が出てくる。2020年からのコロナ禍は

この女子大学離れの傾向に一層拍車をかけた感がある16）。男女共学校は無条

件で「自由」で「進歩的」でよいものであり、女子大学は「ジェンダーの不

平等という過ぎ去った時代への逆戻り」、とのイメージを問い直し、男女共

学校とは異なる女子大学の意義を構築する試みが今こそ必要ではなかろう

か。

日本より半世紀前に女子大学の危機を経験したアメリカ合衆国では17）、女

子大学における女性のみの教育環境がもつ意義が問われると同時に、男女共

学校における同一の教育機
・ ・

会によって女性は同一の教育結
・ ・

果を享受できてい

るのか、というジェンダーと教育をめぐる「自覚的な問い」が問い直された。

女子大学連合（Women's College Coalition）は、女子大学の学長・教員を対象

とした調査の報告書の中で、高等教育の第一義的な目的を「個人の潜在能力

の十分な発展を援助すること」と規定し、高等教育機関の教育的責務として、
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「女性の能力の発揮を制限していた社会化の伝統的なパターンに対抗する義

務を負っている」と述べる。そして高等教育機関は、女性に閉じられていた

進路に女性を導くよう準備する責務を有するのであり、とりわけ女性の参画

に「閉ざされた分野」である科学や工学、数学、あるいは大学院課程への進

学へのアスピレーションを鼓舞することが高等教育機関の役割であると述べ

る。すなわち、女子大学の教育目的として、伝統的でステレオタイプな役割

期待やイメージを女性が克服し、新たな役割に向けて準備することを援助し、

女性のアスピレーションの向上や自己主張の力、リーダーシップ能力を開発

することが女性のための高等教育機関の教育的目的であると提言している

（Women's College Coalition 1981：5－6）。

このような女性への教育目的達成のための教育実践としてリーダーシップ

教育がある。この点に関して尾崎は、アメリカの女子校の実践例の分析から、

「リーダーシップ」は特定の組織のトップに必要な能力だけを意味するもの

ではなく、特定の組織に十分に参加するために、また他者と適切な関係を築

くために必要となる能力（過程）と捉えることができると述べている。すな

わちリーダーシップ教育は、「他者に対する自己表現能力（self-expression）

や自信、自己信頼（self-confidence）の獲得」としての側面をもつ。したがっ

て「リーダーシップ」は経済・産業における活動だけではなく、生活におい

て想定されるほぼすべての協同的作業において必要となる、と理解される（尾

崎 2014：202－207）。

日本社会のあらゆる分野にみられるジェンダー格差の大きさは、社会に内

包されているジェンダー規範によって女性の「潜在能力の発揮」が妨げられ

ている現状の顕在化と捉えることができる。現代の日本社会においては、「良

妻賢母主義」に典型的にみられるような固定的性別役割分業観はかなり流動

化してきている。それにもかかわらず、江原が指摘するように、日本社会は、

依然としてジェンダー格差が大きく、顕著な改善がみられない（江原 2022：

51－52）。この現状の変革には、教育を通じて「女性の能力の発揮を制限して

いた社会化の伝統的なパターン」に女性が対抗できる力を養い、「閉ざされ
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た分野」の学問領域はもとより管理的地位などあらゆる分野の意思決定領域

に参画するよう女性をエンカレッジし、そして女性の「リーダーシップ」を

鍛えることが求められる。そしてその責務を担うことができるのが女子大学

ではなかろうか。

男女共学化によって教育機会の「ジェンダー平等（gender equality）」は達

成された。しかし社会構造に長年にわたって暗黙裡に組み込まれてきたジェ

ンダー規範を克服するには、「公正性equity」の視点からの取組が重要である。

女子大学の教育的な存在意義はそこにあると考える。

�備考：女性の大学生に対して「女子」という用語を使用することに違和感

を禁じ得ないのであるが、アメリカの大学を論じる場合と異なり、日本で

は固有名詞にも「女子」が用いられているため一律に「女性」に変更する

ことは難しいと判断した。したがって、文中では極力「女性」の語を用い

るように留意したが、「女子大学」「女子学生」「女子教育」等については

従来の表記に従っていることをお断りしておく。

注

１）2022年日本のジェンダーギャップ指数は0.65、順位は116位（146 ヵ国中）、

領域別の順位は、教育領域１位、健康領域63位、経済領域121位、政治領

域139位であった（World Economic Forum 2022）。

２）５学部11学科、５研究科12専攻、学生総数6,012人（内、大学院62人）、文

系を中心とする総合大学（学生数は2022年５月１日現在）。2023年４月には

女子大学初のデータサイエンス学部を開設する。学校法人京都女子学園は

幼稚園、付属小学校、高・中学校を擁する女子総合学園。「親鸞聖人の体せ

られた仏教精神」を建学の精神に掲げる。

３）キリスト教主義に依る女学校は、1820年の時点で、フェリス女学校（1870

年設立）、神戸英和女学校（1875年設立）、照暗女学校（後の平安女学院、

1875年設立）、立教女学校（1877年設立）など20校近い女学校が設立され
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ていた（文部省 1981）。

４）仏教者による女学校設置は1886（明治19）年、徳山婦人講習会（山口県）

と三州学校女子部（島根県）が最初である。その後、親和女学校、広島高

等女学校、相愛女学校、女子文芸学舎、積徳女学校などが設立された（中

西 2000：25－29）。

５）高等女学校数は、1894（明治27）年14校、1900（明治33）年52校、1905（明

治38）年100校、1910（明治43）年193校。実科高等女学校は、1911（明治

44）年49校、1915（大正４）年143校であった（文部省 1981）。

６）1913（大正２）年、東北帝国大学が独自の判断で４人の女性に受験を認め、

３人を合格とした。1922（大正11）年には２名の女性が聴講生として入学、

その後毎年女子学生の入学があった（東北大学HP 女子学生の歴史（アーカ

イブ）︱女子学生入学百周年記念事業︱東北大学 －TOHOKU UNIVERSITY

－）。

７）明治末期に開設されていた私立の女子高等専門学校は、女子英学塾、東京

女子医学専門学校、日本女子大学校、青山女学院英文専門科、帝国女子専

門学校、神戸女学院専門部、東京女子神学専門学校、同志社女学校専門部

の８校であり、そのうち４校がキリスト教主義の学校であった。

８）1915（大正４）年に高田早苗文相のもとでそれまでの方針を変更して女子

大学容認に向けた文部省方針が示された。これを受けて1918（大正７）年

に神戸女学院大学部と東京女子大学の設置を認可した。しかしその後一転

して女子大学の設立を認めない方針が決定され、さらに同年12月に発布さ

れた改正大学令で、これまで専門学校令によって認められていた「大学」

名の使用も認めないという文部省方針が出された。

９）本科に家政科・国文科・英文科の３科を置き、就業年数３ヵ年、定員は１

学年各科70名であった。専門学校認可と同時に、既存の京都高等女学校の

専攻科を廃止、当時の第１学年の在学生を専門学校に編入してスタートし

た（京都女子学園 1990：102）。

10）短期大学への女子進学率は、1994（平成６）年の24.9％をピークとして、以
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後下がり続け2020（令和２）年には7.6％である（武庫川女子大学教育研究

所　女子大学統計・大学基礎統計 表14）。

11）2020年の大学生総数に占める女子学生の比率は45.5％であるが、これは

OECD加盟国の中で最下位である。女子学生の比率が50％以下の国はラト

ビアとドイツが48％そして日本の３ヵ国だけある（OECD 2022：196）。

12）2021年度の在学生数5,000人を超える女子大学は、武庫川女子大学の8,418

人を最高に大妻女子大学、昭和女子大学、日本女子大学、金城学院大学、

椙山女学園大学、京都女子大学、同志社女子大学の計８校である。その一

方で収容定員1,000人未満の女子大学が、公立大学１校を含めて17校であっ

た（武庫川女子大学教育研究所 女子大学統計・大学基礎統計 表１）。

13）女子大学数がピークとなった1998年の翌年から2007年までに共学校に転換

した女子大学は23校、統合・廃校４校、それ以降2021年までに７校が共学

化し、１校が統合・廃校している（武庫川女子大学教育研究所 女子大学統計・

大学基礎統計 表４）。

14）1997年当時、関西の大規模共学大学の社会科学系学部の女子学生比率は、

関西大学社会学部46.2％、関西学院大学社会学部49.4％、関西学院大学総合

政策学部44.2％、同志社大学文学部社会学科49.8％、立命館大学産業社会学

部45.3％、龍谷大学社会学部46.1％であった（京都女子大学 1999）。また

1997年の「国民生活選好度調査」によると、理想のライフコースとして「結

婚し、子供を持ちながら働きつづける」を選択する高学歴女性は38.3％と女

性全体より約８％高かった（経済企画庁 1997）。

15）設置の趣旨に照らして法科大学院は設置しないが、毎年、他大学大学院へ

の進学者を出し、学部設置から11年間で３名の司法試験合格者を輩出して

いる。

16）関西（兵庫県、大阪府、奈良県、京都府、滋賀県）の私立女子大学17校の内、

収容定員充足率が100％を切る大学は11校（68.8％）である（１校未公表の

ため母数は16校）。一方、私立男女共学校84校中の内定員充足率が100％を

切る大学は32校（38.1％）であった（東洋経済新報社 2022）。
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17）安東によると、アメリカでは近年においても女子大学の数は減少を続けて

いる。1999年の坂本の論稿では４年制女子大学は64校であったが（坂本 

1999：1）、安東によると2009年５月時点で47校、2014年には44校に減少し

ている（安東 2014：59）。
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